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2009年度介護報酬改定に関する談話
１．本日、社会保障審議会介護給付費分科会において、「2009年度介護報酬改定」が厚生労働大臣より社会保障審議会（貝塚会長）あてに諮問され、分科会として了承した。今回の改定は、10月30日に政府・与党がとりまとめた「生活対策」において、「介護従事者の処遇改善のための緊急特別対策」としてプラス3.0％とすると決定められたことを受けたものである。厚生労働大臣も、過去2回の介護報酬のマイナス改定が深刻な人材不足の要因になったことを国会答弁で認めており、介護従事者の処遇底上げをはかるという政策目的を考えれば、引き上げ率3.0％では不十分である。また、審議会での十分な議論を待たずに引き上げ率が決定されたことは、遺憾である。

２．介護を必要とする人の尊厳ある暮らしを支える上で、介護サービスを担う介護従事者が果たしている役割は非常に大きい。今回の介護報酬改定では、介護従事者の人材確保・処遇改善のために、有資格者割合や勤続年数等に着目した事業所評価が盛り込まれたことは、良質な介護サービスの提供、介護従事者の専門職としての地位の向上という点から、評価できる。また居宅系サービスの充実、医療と介護の連携について、認知症や、訪問看護、ターミナルケアに対する加算等が新設または充実されたことは、医療ニーズを抱える要介護者が、住み慣れた地域で生活を継続するためにも必要である。このような介護報酬のプラス改定が、政策目的である介護従事者の処遇改善に確実に結びつくことが、強く求められている。

３．連合は、2009年度介護報酬改定に対して、人材確保対策が最大の課題と位置づけ、介護従事者の処遇改善が確実に行われること、および事業者ごとの経営状況の開示によって、賃金改善状況の検証が行われることを求めてきた。しかし、「平成21年度介護報酬改定に関する審議報告」においては、国による事後的な検証については明記されたものの、事業者による公表については「国が支援していくことも考えられる」という表記にとどまり、国による関与と責任が明確にされなかったことは大きな問題である。

４．利用者が安心して質の高い介護を受けるためには、まず何よりも、介護サービスを提供する従事者が、将来を展望しながら、安心して継続的に働き続けることのできる環境を整備することが必要である。今回の報酬改定が確実に処遇改善につながるよう、国の責任における確実な検証の実施と、事業者団体による公表の徹底を訴えていくとともに、連合は09年春季生活闘争での賃金引き上げを含め、介護従事者の処遇改善の取り組みを引き続き進めていく。
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